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1. 序 
日本経済は 1990 年代のバブル不況以降、経済が低迷している。2010 年 1 月




























Grossman and Helpman(1991, ch3)、Romer(1990)、Elbasha and Roe(1996)
のモデルの共通した特徴は、生産要素の賦存量が多い経済ほど早く成長する規

























には、 L人の家計が存在する。差別化財部門は、 n企業からなり、第 i 企業は、







( ) ( ) ( )
0
n
i iD t t x t d iλ= ∫                                          (1) 
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   ( ) ( ) ( ) ( )s t
t
U t log C s D t e d sρη
∞
− − = − ∫                           (2)  
を持つ。ここで、C 、 ( )0η > 、 ρ は、それぞれ差別化財からなる合成された消
費指数、環境汚染の影響度を表す定数、時間選好率を表す。消費指数は、 
( ) ( )( )10n iC s x s d iθ θ= ∫ 、 ( )0,1θ ∈                                
と定義される。ここで、 ix 、θ 、 nは、それぞれ差別化 i の財の消費量、差別化
財の多様性を選好する度合いを表すパラメーター、財の種類を表す。 
 代表的家計は次の最適化問題 
    ( ) ( ) ( )s t
t
max log C s D t e d sρη
∞
− −
−  ∫                              
( ) ( ) ( ) ( ) ( ). .s t a t r t a t w t T E t= + + −&                             (3) 
         ( ) ( ) ( )
0
n
i iE t p t x t d i= ∫                                     (4) 
( ) ( )( )10n iC s x s d iθ θ= ∫                                         




    ( ) ( )
0
n
i imin p t x t d i∫                                               
     ( ) ( )( )10. . n is t C s x s d iθ θ= ∫                                         
を解くことによって得られる。この費用最小化問題一階の条件と制約条件を用
いると、差別化 j の補償需要関数 










p t C t
x t








                                           
を得る。これを ( ) ( )
0
n
i ip t x t d i∫ に代入して j について積分すると、 
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∫ ∫              (5) 














∫ である。(4)式を差別化 j の補償需要関
数に代入すると、 

















=                                        (6) 
を得る。支出 ( )E t と金融資産 ( )a t の経路が決定されると(6)式は内生的に決定さ








max log E s
∞
−∫ ( ) ( ) ( )s tlog P s D s e d sρη − −−   
     ( ) ( ) ( ) ( ) ( ). .   s t a t r t a t w t E t= + −&    
この問題の一階の条件は予算制約と 
( ) ( )
1 0t
E t
µ− =                                                    
        ( ) ( ) ( ) ( )t t r t tµ ρ µ µ− = −&                                                                                     
である。横断性条件は、 
( ) ( ) 0t
t
lim a t t e ρµ −
→∞
=                                              
である。ここで、 ( )tµ は t時点の効用で測った金融資産一単位の価値を表す。一
階の条件より、次のオイラー方程式 
( )






                                               (7) 
を得る。以下では支出 E をニューメレールと考える。すなわち、各時点におい
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て支出 ( )E t が 1となるように名目価格が調整される仮定する。すると、 





















l t x t
n t
λ
= +  




      ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )( )
i
i i i
w t k t
max t p t w t x t
n t
λ
pi  = − −                         



















                                            
1 Hung and Phan(1998)では、生産活動に必要な可変労働量と固定的労働量はともに排出率に
依存すると仮定している。 
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( ) ( )i w tp t θ=                                                  (9) 
となる。(6)式と(9)式を利潤の定義式に代入すると、 
( ) ( ) ( ) ( )
( )























                  (10) 
を得る。ここで、支出 ( )E t 、賃金率 ( )w t および一般物価 ( )P t は企業 i にとって
所与なので、利潤は iλ のみの関数として表すことができる。 
 
2.3. R&D部門 






仮定 2. 知識の生産関数を以下のように仮定する。 
( ) ( ) ( )( )( )
A
i







( )( )ib tλ は低い排出率を選択するほどR&D活動の生産性が低くなるメカニズム
であり、以下では、 
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( ) ( )
















&           (11) 
となる。ここで、 iv は差別化 i の生産企業の利潤の t 時点における現在価値であ
り、 
( )( ) ( )( ) ( )( )si i it tv t s exp r d d sλ pi λ υ υ∞= −∫ ∫                        (12) 
と表せる。差別化 iの生産企業は、 ( )( ) ( ) ( )( )( )
i
i




λ − を ( )tλ について最大化
する。内点解のとき( maxiλ λ< )、最適条件は、 
( ) ( )( )






配分である。経済全体の金融資産は、 ( ) ( ) ( )a t L n t tµ= であり、均衡ではゼロと
なる。各企業が対称であるとき、 




− −= 、 ( ) ( )i t tλ λ=  
と仮定できる。以下では、対称均衡を考察する。差別化財市場が均衡している
とき、仮定 1と(6)式を用いると、 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )( )( )
( )
( )
k t E t
C t n t x t n t l t
n t p t
λ 





( ) ( ) ( )( ) ( )( )
E t
n t l t k t
p t









( ) ( )
b t E t
n k L
n t p t
λ














                                                  (16) 
とする。(15)式と(16)式より、定常状態では支出 ( )E t は一定となる。これは、 
( )r t ρ=                                                   (17) 
を意味する。 
以下では、 E の定常平面における ( )v t と ( )n t の動学を考察する。Grossman 
and Helpman(1991)の第 3章のように、 ( ) ( ) ( )
1V t
n t v t
≡ という変数を定義する。
自由参入の相補条件より、 ( ) 0n t >& ならば、 
( ) ( ) ( )( )( )




=                                          (18) 
が成り立つ。これと(9)式と(15)式を用いると、 
( )( ) ( )( ) ( ) ( ) ( )g b t b t V t E t k Lλ θ λ λ+ + =                         (19) 





V t v t
g
V t v t
= − −
& &
                                           (20) 
となる。(17)式を用いると、次の裁定条件が成立する。 
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v t v t





( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )( )
( )
1 w t k tt E t
v t w t b t n t
λpi θ−
= −                              (22) 
を得る。(21)式と(22)式を(20)式に代入すると、 
( )




g E t V t
V t b t
λ
ρ θ λ= − − + − −
&
                       (23) 
を得る。(19)式と(23)式より、V と g の動学を考察できる。図 1のように縦軸に































= となる。 1 2





  (17)式と(18)式を用いて、(13)式を積分すると、定常状態において 







                                                (24) 








                                            (25) 
となる。δ φ= ならば、λ の解は確定しない。また、(13)式の最適化の二階の条
件より、







であるから、λ の下限値 minλ は、 
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( )






δ ϕδ δλ λφ φ ρ
− + 
> ≡ 
+ +  
                                    
となる。                  





















Λ − =                                            (27) 
を得る。ここで、 
( ) 12 t gφ δ φδ λ θρλ






=                                                    (24) 
1 0d g
d ρ
= − <                                                (25) 
を得る。以上の考察から、以下の命題を得る。 
 






























Λ − = Λ                                          (31) 
を得る。ここで、 




ρλΛ ≡ + >  
である。以上の考察から以下の命題を得る。  
 
命題 2.  
(i) δ φ≥ のとき、家計の多様性への選好が高まるほど、バラエティーが拡大さ
れる。δ φ< のときの効果は不明である。 
(ii) δ φ> のとき、家計の多様性への選好が高まるほど、高い排出率が選択され
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